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第１章 高齢者保健福祉を取り巻く現状と課題

第１節 統計から見る現状 

１ 高齢者人口及び要支援・要介護認定者数の推移と推計 
(１) 高齢者人口 

令和２（2020）年10月１日現在、狛江市の総人口は83,360人、このうち高齢者人口は

19,968人で、高齢化率は24.0％となっています。 

第８期介護保険事業計画の実施期間中における高齢者人口は、令和３（2021）年には

20,177人、令和４（2022）年には20,378人、令和５（2023）年には20,571人になる

と推計しています。 

「団塊の世代」が全員75歳以上となる令和７（2025）年には、高齢者人口は21,022

人、令和22（2040）年には27,462人と推計しています。（図３-１、表３-１） 

 

図３-１ 年齢４区分別人口、表３-１ 高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２(2020)年までは「狛江市住民基本台帳」（各年10月１日現在） 

※令和３(2021)年以降の推計値は、令和２(2020)年８月の住民基本台帳人口をもとにコーホート要因法により推計し

た。 

※令和３(2021)年以降の推計値は端数処理により合計が一致しない場合がある。 

  H30年 H31年 R2年 R3年 R4年 R5年 R7年 R12年 R17年 R22年
0～14歳 11.7% 11.8% 11.9% 12.0% 12.1% 12.1% 12.2% 11.9% 11.3% 10.8%
15～64歳 64.4% 64.2% 64.2% 64.0% 63.8% 63.7% 63.3% 62.2% 60.3% 58.0%
65歳以上 23.9% 23.9% 24.0% 24.0% 24.1% 24.2% 24.5% 25.9% 28.4% 31.2%
75歳以上 12.9% 13.2% 13.3% 13.3% 13.8% 14.3% 15.0% 15.2% 15.4% 16.4%
85歳以上 4.0% 4.2% 4.4% 4.7% 4.9% 5.1% 5.4% 6.2% 7.1% 6.8%
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(２) 要支援・要介護認定者 

令和２（2020）年10月１日現在、狛江市の要支援・要介護認定者数は4,283人となって

います。 

第８期介護保険事業計画の実施期間中の要支援・要介護認定者数は、令和３（2021）年

には4,479人、令和４（2022）年には4,636人、令和５（2023）年には4,805人になる

と推計しています。 

なお、表３-１のとおり令和３（2021）年から令和５（2023）年までの高齢化率がほぼ

横ばいにも関わらず、認定者が増えていくと予測されているのは、要支援・要介護になりや

すい75歳以上の人数が第８期介護保険事業計画期間中に増加するためです。 

認定者数は、令和７（2025）年には5,090人、令和22（2040）年には6,248人と推計

しています。（図３-２） 

 

図３-２ 要支援・要介護認定者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システムより作成（各年10月１日現在） 
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(３) 高齢者世帯の動向 

平成27（2015）年10月１日現在、狛江市の一般世帯数は39,434世帯で、このうち65

歳以上の親族（以下「高齢者」といいます。）のいる世帯は13,033世帯を数え、一般世帯の

33.1％を占めています。 

高齢者のいる一般世帯の内訳を見ると、高齢者夫婦のみの世帯数は3,779世帯、高齢単身

世帯数は4,652世帯となっています。 

狛江市の高齢者がいる一般世帯、高齢者夫婦世帯の割合は、東京都のそれを上回ってお

り、高齢単身世帯の割合は全国、東京都とほぼ同率となっています。（表３-２） 

 

表３-２ 高齢者世帯数の推移 

（単位：世帯、％） 

 
平成７

(1995)年 

平成12 

(2000)年 

平成17 

(2005)年 

平成22 

(2010)年 

平成27(2015)年 

狛江市 東京都 全国 

一般世帯数 33,189 35,722 37,787 39,144 39,434 6,690,934 53,331,797 

65歳以上の親族のいる 

一般世帯数 

6,541 

（19.7%） 

8,305 

（23.2%） 

9,992 

（26.4%） 

11,764 

（30.1%） 

13,033 

（33.1%） 

2,064,215 

（30.9%） 

21,713,308 

（40.7%） 

 
高齢夫婦世帯数 

1,943 

（5.9%） 

2,633 

（7.4%） 

3,178 

（8.4%） 

3,522 

（9.0%） 

3,779 

（9.6%） 

545,144 

（8.1%） 

6,079,126 

（11.4%） 

 
高齢単身世帯数 

1,407 

（9.9%） 

2,096 

（5.9%） 

2,832 

（7.5%） 

3,941 

（10.1%） 

4,652 

（11.8%） 

739,511 

（11.1%） 

5,927,686 

（11.1%） 

 
その他の世帯数 

3,191 

（9.9%） 

3,576 

（10.0%） 

3,982 

（10.5%） 

4,301 

（11.0%） 

4,602 

（11.7%） 

779,560 

（11.7%） 

9,706,496 

（18.2%） 

出典：平成27年国勢調査（各年10月１日現在） 
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 (４) 認知症高齢者 

平成31（2019）年度末現在、狛江市の認知症高齢者数は、3,658人（自立を除く。）

で、狛江市の高齢者人口の18.3％に当たります。（表３-３） 

 

表３-３ 認知症高齢者の日常生活自立度（第１号及び第２号被保険者、日常生活圏域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成31（2019）年度末現在の高齢者人口は19,943人 

※出典：平成31（2019）年度末現在。非該当認定者数を含み、住所地特例者は含まない。 

 

（参考）認知症高齢者の日常生活自立度 

 

 

 

  

Ⅱa

Ⅱb

Ⅲa
Ⅲb

家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。

日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。

夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。

I

Ⅲ
日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さがときどき見られ、介護
を必要とする。

Ⅳ
日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に
介護を必要とする。

著しい精神症状、問題行動又は重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。Ｍ

判定基準ランク

何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。

日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰
かが注意していれば自立できる。
家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。

Ⅱ

人数 割合 人数 割合 人数 割合

1,164 341 29.3% 493 42.4% 330 28.4%

944 286 30.3% 376 39.8% 282 29.9%

Ⅱa 492 151 30.7% 193 39.2% 148 30.1%

Ⅱb 786 238 30.3% 292 37.2% 256 32.6%

Ⅲa 659 203 30.8% 256 38.8% 200 30.3%

Ⅲb 197 67 34.0% 67 34.0% 63 32.0%

503 152 30.2% 174 34.6% 177 35.2%

77 22 28.6% 23 29.9% 32 41.6%

4,822 1,460 30.3% 1,874 38.9% 1,488 30.9%

Ⅳ

Ｍ

計

Ⅱ

Ⅲ

平成31
（2019）年度

あいとぴあ
エリア

こまえ苑
エリア

こまえ正吉苑
エリア

自立

Ⅰ
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(５) 65歳以上の身体障害者手帳所持者数 

平成31（2019）年度末現在、狛江市の身体障害者手帳所持者数は65歳以上が70.3％を

占めています。（表３-４） 

 

表３-４ 年齢別等級別 身体障害者手帳所持者数 

  １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 
０-17 歳 
 

0-2 歳 3  1   1 5 
3-5 歳 3 5 1 2 1 1 13 
6-12 歳 6 3 6 1  1 17 
13-15 歳 3 3 2 1 2 2 13 
16-17 歳 2 1 4    7 

18-64 歳 18-19 歳 2 1 1  1 2 7 
20-29 歳 16 9 5 1 1  32 
30-39 歳 18 12 12 13 4 4 63 
40-49 歳 40 25 14 20 7 5 111 
50-59 歳 73 42 21 38 16 11 201 
60-64 歳 40 14 20 33 7 3 117 

65 歳以上 65-69 歳 66 26 17 38 11 8 166 
70-74 歳 82 30 47 61 13 9 242 
75 歳以上 336 100 156 294 39 51 976 

合計 690 271 307 502 102 98 1,970 
※平成31（2019）年度末現在 

※各級の身体障害者手帳保持者合計は、障がい児所持者数を含む所持者数 
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２ 日常生活圏域の状況 
(１) 圏域の設定 

狛江市では、日常生活圏域として、あいとぴあエリア、こまえ苑エリア、こまえ正吉苑エ

リアの３つを設定しています。（図３-３） 

各圏域には地域包括支援センターが設置されており、身近な相談窓口としての機能を含め

た総合相談支援事業や、要支援認定者への介護予防マネジメント等を一体的に実施していま

す。 

 

あいとぴあエリア  …  中和泉・西和泉・元和泉・東和泉 

こまえ苑エリア   …  猪方・駒井町・岩戸南・岩戸北 

こまえ正吉苑エリア …  和泉本町・東野川・西野川 

 

 

図３-３ 日常生活圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

は各圏域の地域包括支援

センターの所在地 

※人口はいずれも令和２（2020）年 10 月１日現在 

こまえ苑エリア(令和２（2020）年） 

圏域人口 29,589 人 

高齢者人口 6,527 人 

高齢化率 22.1％ 

あいとぴあエリア(令和２（2020）年） 

圏域人口 24,319 人 

高齢者人口 5,523 人 

高齢化率 22.7％ 

こまえ正吉苑エリア(令和２（2020）年） 

圏域人口 29,452 人 

高齢者人口 7,918 人 

高齢化率 26.9％ 
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(２) 圏域ごとの高齢者人口の推移 

令和２（2020）年10月１日現在、日常生活圏域別高齢者人口は、あいとぴあエリアが

5,523人となっています。なお、高齢化率は22.7％と若干上昇傾向です。年齢別では85歳

以上の方が増加する反面、65～69歳は平成28（2016）年をピークに減少傾向となってい

ます。（図３-４） 

 

図３-４ 「あいとぴあエリア」高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳人口（各年 10 月１日） 

 

こまえ苑エリアでは高齢者人口は6,527人となっています。なお、高齢化率は22.1％と若

干低下傾向です。年齢別では85歳以上の方が増加する反面、65～69歳は平成28

（2016）年をピークに減少傾向となっています。（図３-５） 

 

図３-５ 「こまえ苑エリア」高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳人口（各年 10 月１日） 
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こまえ正吉苑エリアでは高齢者人口は7,918人となっています。なお、高齢化率は26.9％

と若干上昇傾向です。年齢別では85歳以上の方が増加する反面、65～69歳は平成28

（2016）年をピークに減少傾向となっています。（図３-６） 

 

図３-６ 「こまえ正吉苑エリア」高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：住民基本台帳人口（各年 10 月１日） 

 

 

    高齢者人口の日常生活圏域別構成比は、いずれの年代でもこまえ正吉苑エリアの構成比

が最も高く、特に後期高齢者の構成比は40％を超えます。（図３-７） 

 

図３-７ 高齢者人口の圏域別構成比 
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第２節 市民意識調査結果に見る現状 
 

市民意識調査では、高齢者保健福祉について、調査３で65歳以上の市民（要支援・要介護

認定者を除く。）、調査４で65歳以上の要支援１・２及び総合事業対象者の市民900人を対象

者として、「要介護状態になるリスクの発生状況」と「各種リスクに影響を与える日常生活や

社会参加の状況」について把握し、地域の抱える課題を特定することを目的に「介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査」を行いました。また、調査５で在宅で直近の認定調査を受けた方

（更新申請・変更申請）及びその介護者599人を対象者として、介護保険事業計画の策定に

向けて、介護、生活支援ニーズ、介護者の介護負担の状況を把握する「在宅介護実態調査」

を実施しました。 

 

１ 生活について 
日常生活全般で困っていることはありますか 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で、日常生活全般で困っていることが「ある」と回答

した高齢者は40.5％です。（図３-８） 

困りごとの内容で最も多かったものは「高所の掃除や荷物の積み下ろし等」が70.3％、次

いで「力を要すること」が65.0％、「布団干し」が48.0％となっています。（図３-９） 

 

図３-８ 日常生活全般で困っていることはありますか（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある

40.5%

ない

49.8%

無回答

9.7%

（n＝608）
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図３-９ あなたが困っていることは何ですか（全体：複数回答） 

＜日常生活全般で困っていることがある人＞ 

 

 

 

  

70.3%

65.0%

48.0%

43.1%

31.7%

29.7%

26.8%

13.8%

12.6%

4.9%

2.8%

14.2%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80%

高所の掃除や荷物の積み下ろし等

力を要すること

布団干し

掃除

買い物

電化製品の取扱

調理

ゴミだし

洗濯

金銭の管理

ペットの世話

その他

無回答（n＝246）
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２ 地域活動について 
(１) 会やグループ等への参加頻度 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で会やグループ等への参加頻度を尋ねたところ、『参加

している』（「週４回以上」、「週２～３回」、「週１回」、「月１～３回」及び「年に数回」の合

計）が最も多いのは「趣味関係のグループ」で33.3％であり、頻度は「月１～３回」が

11.7％と最も多くなっています。 

また、「収入のある仕事」をしている人のうち、「週４回以上」は6.9％にとどまっていま

す。（図３-10） 

 

図３-10 会・グループ等への参加頻度（全体） 

 

 

 

 

 

  

0.8

2.5

1.6

0.2

0.7

0.3

0.3

6.9

3.3

8.2

5.9

1.5

6.9

1.0

0.5
3.6

4.3

8.4

9.0

2.6

10.5

1.3

0.5

1.8

4.9

3.9

11.7

6.7

3.0

3.1

2.6

2.1

3.1

2.1

5.1

4.6

1.2

2.1

9.0

2.6

70.9

62.5

55.3

70.6

65.3

79.8

73.7

70.9

12.7

12.3

11.3

13.8

12.5

12.3

13.3

12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町会・自治会

⑧収入のある仕事

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

（n=608）
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(２) 地域づくりの活動に参加者として参加してみたいと思いますか 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で地域づくり活動に参加者として参加してみたいか尋

ねたところ、「参加してもよい」が40.0%で最も多く、次いで「参加したくない」が

38.5％、「既に参加している」が6.1％となっています。「是非参加したい」と「参加しても

よい」を合わせると45.8%となります。（図３-11） 

 

図３-11 地域づくりの活動に参加者として参加してみたいと思いますか（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 地域づくりにお世話役として参加してみたいと思いますか 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で地域づくり活動にお世話役として参加してみたいか

尋ねたところ、「参加したくない」が58.9%で最も多く、次いで「参加してもよい」が

24.3％、「既に参加している」が4.3％となっています。「是非参加したい」と「参加しても

よい」を合わせると26.1%となります。（図３-12） 

 

図３-12 地域づくりの活動にお世話役として参加してみたいか（全体） 

 

 

  

是非参加し

たい

5.8%

参加しても

よい

40.0%
参加したく

ない

38.5%

既に参加し

ている

6.1%

無回答

9.7%

（n＝608）

是非参加し

たい

1.8%

参加しても

よい

24.3%

参加したくない

58.9%

既に参加し

ている

4.3%

無回答

10.7%

（n＝608）
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（４）今後取り組んでいきたい社会活動や仕事 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で地域活動のお世話役として参加意向がある方に、今

後取り組んでいきたい社会活動や仕事を尋ねたところ、「地域の清掃美化活動」が21.4％で

最も多く、次いで「収入のある仕事」が19.5％、「子どもを育てている親を支援する活動」

が10.1％となっています。（図３-13） 

 

図３-13 今後取り組んでいきたい社会活動や仕事（全体） 

＜地域活動の世話役として参加意向がある人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域の清掃

美化活動

21.4%

収入のある

仕事

19.5%

子どもを育

てている親

を支援する

活動

10.1%

見守りが必

要な高齢者

を支援する

活動

5.7%

介護が必要

な高齢者を

支援する活

動

2.5%

その他

11.9%

無回答

28.9%

（n＝159）
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42.9%

17.9%

17.6%

14.0%

13.8%

12.8%

11.3%

10.2%

9.7%

8.7%

7.6%

6.7%

5.4%

5.3%

1.8%

1.3%

1.2%

1.2%

15.5%

5.8%

0% 20% 40% 60%

高血圧

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

目の病気

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

腎臓・前立腺の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

ない

耳の病気

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

外傷（転倒・骨折等）

がん（悪性新生物）

脳卒中)（脳出血・脳梗塞等）

血液・免疫の病気

パーキンソン病

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

その他

無回答

（n＝608）

３ 健康・介護予防について 
(１) 現在治療中又は後遺症のある病気 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で現在治療中又は後遺症のある病気について尋ねたと

ころ、「高血圧」が42.9％で最も多く、続く「筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）」が

17.9％、「目の病気」が17.6％となっています。「ない」は9.7%となっています。（図３-

14） 

 

図３-14 現在治療中又は後遺症のある病気（全体：複数回答） 
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(２) 介護予防についての関心 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で介護予防についての関心の有無を尋ねたところ、「関

心がある」が73.8%となっています。（図３-15） 

 

図３-15 介護予防についての関心（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 介護予防について関心があること 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で介護予防に関心があると回答した方に、関心がある

内容を尋ねたところ、「認知症予防」が51.7％で最も多く、次いで「腰痛・膝痛予防」が

51.0％、「運動機能向上」が39.2％となっています。（図３-16） 

 

図３-16 介護予防について関心があること（全体：複数回答） 

＜介護予防に関心がある人＞ 

 

 

  

関心がある

73.8%

関心がない

18.6%

無回答

7.6%

（n＝608）

51.7%

51.0%

39.2%

15.4%

11.8%

8.9%

4.9%

1.6%

1.8%

0% 20% 40% 60%

認知症予防

腰痛・膝痛予防

運動機能向上

栄養改善

口腔機能向上

うつ・閉じこもり予防

特にない

その他

無回答（n＝449）
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４ 要介護認定のリスク・生活支援について 
（１）要介護認定のリスク 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査をもとに要介護認定のリスク分析を行いました。 

65～69歳で見ると、要介護認定リスク該当者として「うつ傾向リスク」、「認知機能の低

下リスク」の該当者の割合が高くなっています。（表３-５）24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３-５ 要介護認定リスク該当者の割合 

（市全体、年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
24  IADL とは、Instrumental Activities of Daily Living の略称で、「手段的日常生活動作」と訳される。電話の使い

方、買い物、家事、移動、外出、服薬の管理、金銭の管理など、日常生活動作 (ADL : activity of daily living)では

捉えられない高次の生活機能の水準を測定するものをいう。在宅生活の可能性を検討する場合は、ADL の評価だけで

は不十分であり、IADL が重要な指標になるものとされている。 

○ 運動器機能低下リスクの該当者 

・運動器機能について尋ねた設問５問中、３問以上該当の方 

○ 栄養改善リスクの該当者 

・身長と体重を尋ねた設問で BMI（体重÷（身長×身長））の値が 18.5 未満（低体重）の方 

〇 咀しゃく機能リスクの該当者 

  ・食べることに関する設問３問中、２問に該当した方 

○ 閉じこもり傾向リスクの該当者 

・外出の頻度を尋ねた設問で「ほとんどない」又は「週１回」と回答の方 

○ 認知機能の低下リスクの該当者 

・物忘れについて尋ねた設問で「はい（該当）」と回答の方 

○ うつ傾向リスクの該当者 

・うつ傾向を尋ねた設問２問中、いずれかで「はい（該当）」と回答の方 

○ IADL24 リスクの該当者 

・日常生活の動向を尋ねた設問に該当した方 

○ 転倒リスクの該当者 

・過去１年間の転倒の経験について尋ねた設問で「何度もある」又は「１度ある」と回答の方 

 

 

 

 

（％）

運動器機能
リスク

栄養改善
リスク

咀しゃく
機能リスク

閉じこもり
リスク

認知症
リスク

うつ
リスク

IADL
リスク

転倒
リスク

65～69歳 3.9 4.6 9.8 5.9 23.5 24.8 2.0 12.4

70～74歳 8.9 5.9 20.0 8.2 20.8 30.5 1.5 17.8

75～79歳 27.4 4.3 39.3 17.9 48.7 54.7 8.6 39.3

80～84歳 61.3 14.8 56.0 26.4 64.4 78.2 7.4 54.9

85～89歳 100.0 24.5 100.0 52.8 100.0 100.0 20.7 99.9

90歳以上 100.0 33.3 100.0 100.0 100.0 100.0 77.7 100.0
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（２）今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

在宅介護実態調査において、今後の在宅生活に必要と感じる支援・サービスについては、

「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が30.2％と最も多く、次いで「外出同行（通

院・買い物など）」が26.4％の順となっています。（図３-17） 

 

図３-17 今後の在宅生活に必要と感じる支援・サービス（全体：複数回答） 

＜要介護者＞ 

 

 

 

 

 

 

  

30.2%

26.4%

23.9%

20.1%

19.8%

15.7%

14.5%

14.2%

10.7%

6.9%

28.9%

7.5%

0% 20% 40%

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院、買い物など）

掃除・洗濯

配食

見守り、声かけ

買い物（宅配は含まない）

調理

ゴミ出し

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

（n＝318）
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５ 在宅介護について 
 (１) 主な介護者が行っている介護等 

在宅介護実態調査から主な介護者が週に１回以上介護がある方に行っている介護等につい

て、要介護度別に見ると、介護度が上がるにつれて主な介護者が行う介護等の割合が高くな

る傾向があります。特に要介護５では、「食事の準備（調理等）」が92.0％、「服薬」が

88.0％、「衣服の着脱」と「金銭管理や生活面に必要な諸手続」が84.0％と高い割合となっ

ています。（図３-18） 

 

図３-18 主な介護者が行っている介護等（要介護度別：複数回答） 

 

  2.7%

5.3%

8.0%

11.5%

7.1%

9.7%

6.2%

42.5%

31.0%

16.8%

3.5%

46.9%

45.1%

46.0%

5.3%

2.7%

9.7%

9.7%

19.4%

21.4%

19.4%

29.1%

11.7%

68.0%

42.7%

22.3%

16.5%

68.9%

68.9%

66.0%

5.8%

1.9%

26.7%

26.7%

26.7%

33.3%

28.9%

48.9%

31.1%

73.3%

51.1%

37.8%

11.1%

66.7%

68.9%

73.3%

8.9%

0.0%

59.4%

59.4%

56.3%

40.6%

59.4%

71.9%

46.9%

59.4%

71.9%

37.5%

21.9%

75.0%

78.1%

81.3%

3.1%

0.0%

76.0%

68.0%

72.0%

36.0%

76.0%

84.0%

60.0%

68.0%

88.0%

60.0%

20.0%

92.0%

80.0%

84.0%

16.0%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続

その他

わからない

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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(２) 施設への入所・入居の検討状況 

在宅介護実態調査で施設への入所・入居の検討状況について尋ねたところ、「入所・入居は

検討していない」が66.7％と最も多く、次いで「入所・入居を検討している」が18.6％、

「すでに入所・入居申込をしている」が5.7％となっています。（図３-19） 

 

図３-19 施設への入所・入居の検討状況（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 訪問診療の利用 

在宅介護実態調査で訪問診療の利用について尋ねたところ、「利用していない」が60.7％

と最も多く、「利用している」は37.1％となっています。（図３-20） 

 

図３-20 訪問診療の利用（要介護度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

入所・入居

は検討して

いない

66.7%

入所・入居

を検討して

いる

18.6%

すでに入

所・入居申

し込みをし

ている

5.7%

無回答

9.1%

（n＝318）

利用して

いる

37.1%利用してい

ない

60.7%

無回答

2.2%

（n＝318）
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６ 介護者支援について 
在宅介護実態調査でフルタイム又はパートタイムで働いている主な介護者の方が勤め先で

受けられるとよい支援について尋ねたところ、「労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制

など）」が27.3％で最も多く、次いで「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が25.5％で続

いています。「特にない」は14.5%となっています。（図３-21） 

 

図３-21 主な介護者の方が勤め先で受けられるとよい支援 

（全体：複数回答） 

＜主な介護者がフルタイム又はパートタイムで就労している人＞ 

 

 

 

 

 

 

  

27.3%

25.5%

18.2%

18.2%

14.5%

9.1%

8.2%

5.5%

1.8%

14.5%

5.5%

16.4%

0% 20% 40%

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

介護休業・介護休暇等の制度の充実

自営業・フリーランスのため勤め先はない

制度を利用しやすい職場づくり

介護をしている従業員への経済的な支援

仕事と介護の両立に関する情報の提供

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワーク等）

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答（n＝110）
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７ 福祉のまちづくりについて 
災害や火災などの緊急時における避難 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で災害や火災などの緊急時に１人で避難することがで

きるかについて尋ねたところ、自立・要支援の場合「１人で判断し、避難できる」が56.7％

で最も多く、次いで「１人で判断できるが、避難はできない」が28.6％、「１人では判断で

きないし、避難もできない」が9.4％となっています。介護予防・日常生活圏域ニーズ調査で

は、要介護の場合「１人では判断できないし、避難もできない」が50.3％と最も多く、次い

で「１人で判断できるが、避難はできない」が35.2％となっています。（図３-22） 

 

図３-22 災害や火災などの緊急時に１人で避難することができますか（全体） 

 

＜自立・要支援＞              ＜要介護＞ 

 

 

  

１人で判断し、

避難できる

12.9%

１人で判断

できるが、

避難はでき

ない

35.2%

１人では判

断できない

し、避難もで

きない

50.3%

無回答

1.6%

（n＝318）

１人で判断

し、避難でき

る

56.7%

１人で判断

できるが、避

難はできな

い

28.6%

１人では判

断できない

し、避難もで

きない

9.4%

無回答

5.3%

（n＝608）
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第３節 介護保険データから見る現状 
 

介護保険の指標の中から、要支援・要介護認定の認定率及び居宅・施設サービスの利用状

況を取り上げ、狛江市と他区市町村との状況の比較を行いました。 

 

１ 介護保険データ 
(１) 要支援者・要介護者の状況分析（地域包括ケア「見える化」システムより） 

平成31（2019）年の狛江市の第１号被保険者の要支援・要介護認定率は19.7％となっ

ていますが、年齢の誤差を除いた要支援１～要介護２の調整済み軽度認定率は13.1％、要介

護３～要介護５の調整済み重度認定率は6.6％となっています。 

全国と比較して東京都は重度・軽度ともにやや認定率が高くなっていますが、狛江市は東

京都と比べて軽度認定率の割合が高くなっています。（図３-23） 

 

図３-23 調整済み重度認定率と調整済み軽度認定率の分布 

 

（時点）平成31(2019)年 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

 

  

全国

東京都

狛江市
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江東区

品川区
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大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

板橋区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

八王子市

立川市

武蔵野市

三鷹市

青梅市

府中市

昭島市

調布市

町田市小金井市

小平市

日野市
東村山市

国分寺市

国立市

福生市

東大和市

清瀬市

東久留米市

武蔵村山市

多摩市

稲城市

羽村市

あきる野市

西東京市

9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

5% 6% 7% 8% 9%

調
整
済
み
軽
度
認
定
率

調整済み重度認定率

○全国  （軽度認定率：12.1％ 重度認定率：6.3％） 

○東京都 （軽度認定率：12.7％ 重度認定率：6.6％） 

○狛江市 （軽度認定率：13.1％ 重度認定率：6.6％） 
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(２) 在宅サービスと施設及び居住系サービスの利用バランス 

平成31（2019）年の狛江市の第１号被保険者１人当たりの給付月額は、在宅サービスの

給付額が9,851円、施設及び居住系サービスが9,916円となっています。 

全国と比較して東京都は在宅サービス・施設及び居住系サービスともに給付月額がやや低

くなっています。狛江市は在宅サービスの給付月額は全国、東京都よりも低く、施設及び居

住系サービスの給付月額は全国、東京都よりもやや高くなっています。（図３-24） 

 

図３-24 第１号被保険者１人当たりの給付月額 

（在宅サービス・施設及び居住系サービス） 
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 
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西東京市

6,000
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8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

8,500 9,000 9,500 10,000 10,500 11,000 11,500

施設および居住系サービス調整給付月額(円)

全国 東京都 狛江市 その他地域

（時点） 平成31（2019）年

（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

在
宅
サ
ー
ビ
ス
調
整
給
付
月
額

(円
)

施設及び居住系サービス調整給付月額（円） 

○全国  （在宅サービス：10,600 円 施設及び居住系サービス：9,790 円） 

○東京都 （在宅サービス：10,335 円 施設及び居住系サービス：9,627 円） 

○狛江市 （在宅サービス： 9,851 円 施設及び居住系サービス：9,916 円） 

○在宅サービス 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビ

リテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、短期入所療養介護（介護療養

型医療施設等）、短期入所療養介護（介護医療院）、福祉用具貸与、福祉用具購入費、住宅改修費、介護

予防支援・居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通

所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護 

○施設及び居住系サービス 
介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療
院、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護 

【「在宅サービス」、「施設及び居住系サービス」とは、以下のサービスをいいます。】 

在
宅
サ
ー
ビ
ス
調
整
給
付
月
額(

円) 
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(３) サービス種類別の利用状況 

令和２（2020）年の狛江市の第１号被保険者１人当たりの給付月額をサービス種類別に

見ると、在宅系サービスでは、訪問介護の１人当たりの給付月額は、東京都、狛江市ともに

全国よりも高く、やや東京都が狛江市よりも高くなっており、訪問看護の１人当たりの給付

月額は、狛江市は全国、東京都より高くなっています。 

また、施設及び居住系サービスでは、認知症対応型共同生活介護の１人当たりの給付月額

は、狛江市は全国、東京都よりも低く、特定施設入居者生活介護の１人当たりの給付月額

は、全国、東京都よりも高くなっています。（図３-25） 

 

図３-25 第１号被保険者１人当たりの給付月額 

（在宅サービス・施設及び居住系サービス） 
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（出典）「介護保険総合データベース」及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

 

 

 

 

 

(４) 住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況 

令和２（2020）年10月１日現在、狛江市における住宅型有料老人ホーム等の設置状況

は、住宅型有料老人ホームの定員は８名、サービス付き高齢者向け住宅の戸数は70戸となっ

ています。（表３-６） 

表３-６ 住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況 
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○全国  （訪問介護：2,005 円 訪問看護： 648 円 通所介護：2,546 円） 

○東京都 （訪問介護：2,439 円 訪問看護：1,088 円 通所介護：2,178 円） 

○狛江市 （訪問介護：2,295 円 訪問看護：1,388 円 通所介護：2,577 円） 

種別 定員数

住宅型有料老人ホーム ８名

種別 戸数

サービス付き高齢者向け住宅 70戸



                           第１章 高齢者福祉を取り巻く現状と課題 

- 109 - 
 

第
２
編 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
第
８
期
介
護
保
険
事
業
計
画 

第４節 高齢者保健福祉計画（平成30（2018）年度・平成31

（2019）年度）の進捗状況の評価 
 

１ 進捗状況の管理・報告 
高齢者保健福祉計画では、基本的、総合的な福祉施策を推進するための計画策定や改定、

市民福祉に係る重要事項に関する調査、審議を行う市長の附属機関として「市民福祉推進委

員会」が設置され、小委員会である「高齢小委員会」において、毎年度の計画内容の進捗状

況を確認のうえ、進捗管理報告書を作成し、重点施策の進捗状況を市公式ホームページを活

用して市民に周知しました。 

平成30（2018）年度及び平成31（2019）年度に行った重点施策の進捗評価の結果を

踏まえた高齢者保健福祉計画の進捗状況は以下のとおりです。 

 

２ 進捗状況の評価 
（１） 進捗評価の方法・基準 

高齢者保健福祉計画に記載されている事業の進捗状況については、次のとおり４段階で評

価しました。（表３-７） 

 

表３-７ 進捗評価の方法・基準 

評価基準 評価内容 

Ａ 

進捗している 
 例：前年度よりもより一層取組みを強化 

   年次目標どおり取組みを進捗できた 

Ｂ 

現状維持 
 例：前年度と同様の取組みを実施 

   （年次目標が現状維持で設定されていた場合を含む） 

Ｃ 

あまり進捗していない 
 例：前年度と同様の取組みを行えなかったが、次年度は行う予定 

   年次目標どおりの進捗ができなかった 

Ｄ 
全く進捗していない 
 例：年次目標どおりの進捗ができず、取組みの目途も立っていない 
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（２） 重点施策の進捗評価 

 

 

 

 

表３-８ 重点施策の進捗評価結果 

基本目標 施策大項目 主な事業 
平成30（2018）

年度評価 

平成31（2019）

年度評価 

１ 健康づくりと生き

がいづくり 

(１)健康寿命の延伸

に向けた健康づくり

及び介護予防の取

組み強化 

(H30,31)③ｂ 介護予防事業の整理・充

実 

Ｂ Ａ 

(H30)③ｃ ミニデイ等の設立に向けた運

営団体の育成手法の検討・育成支援 

(H31)③ｃ 市民団体によるミニデイ等の

運営の支援 

Ａ Ａ 

(２)心身の健康維持

及び増進につながる

社会参加の促進 

(H30,31)③ａ こまえくぼ1234による専門

相談及び体験学習プログラム等による人

材・団体の掘り起こし・育成 

Ｂ Ｂ 

(３)生きがいに結び

つく地域貢献や就労

の場の拡充 

(H30)②ａ 介護ボランティア制度の調

査・研究 

(H31)②ａ 介護ボランティア制度の試行

実施 

Ａ Ａ 

２ 日常生活支援の

充実 

(１)地域における見

守りと支え合いの仕

組みづくり 

(H30,31)①ａ 小地域内での新たな活動

内容又は既存活動の充実化 

Ａ Ａ 

(H30,31)②ｂ 福祉施設と福祉避難所及

び緊急入所に関する協定締結 

Ｃ Ａ 

(２)多様な主体によ

る生活支援サービス

の充実 

(H30,31)②ａ シルバーガイドブック等に

よるサービスの周知 

Ｂ Ｂ 

(３)新しい総合事業

の実施による地域活

力の向上 

(H30,31)①ａ 運営団体の立上げ、育成

手法の研究  

Ａ Ａ 

(H30,31)①ａ 人材確保のための調査・

研究 

Ｂ Ａ 

(H30,31)②ｂ 新しい総合事業のサービ

ス提供事業所への指導検査等の実施 

Ａ C 

※１ 

３ 地域包括ケアシ

ステムの構築の推

進 

(１)新しい地域包括

支援体制の構築 

(H30)①ｄ こまほっとシルバー相談室

（高齢者見守り相談窓口）の設置（２箇所

目） 

(H31)①ｄ こまほっとシルバー相談室

（高齢者見守り相談窓口）の周知 

Ａ Ａ 

(H30)①ｄ 委託法人の調整 

(H31)①ｄ ネットワークの構築 

Ａ Ａ 

(H30,31)③ａ 個別ケア会議実施（随時） Ｂ Ａ 

(H30,31)③ｂ 地域生活課題検討会議

の開催 

Ａ Ａ 

(H30,31)④ａ 生活支援体制整備協議

体の会議の開催 

Ａ Ｂ 

※２ 

狛江市高齢者保健福祉計画の主要課題に関連する施策の中から本計画の計画期間内で実現すべき
施策をいいます。 

重点施策とは 
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基本目標 施策大項目 主な事業 
平成30（2018）

年度評価 

平成31（2019）

年度評価 

(２)医療と介護の連

携強化 

(H30,31)②ｂ 医療・介護関係者による

研修 

Ａ Ｂ 

※３ 

(H30)②ｄ 切れ目のない在宅医療・介

護連携提供コールセンターの検討 

(H31)②ｄ 切れ目のない在宅医療・介

護連携提供コールセンターの試行実施 

Ａ Ａ 

(H30)②ｄ 後方支援病床確保の検討・

交渉 

(H31)②ｄ 後方支援病床の確保 

Ａ Ａ 

(３)認知症の人とそ

の家族が安心して暮

らせる地域づくり 

(H30,31)①ａ 認知症初期集中支援チ

ーム事業の実施 

Ｂ Ａ 

(H30,31)①ｄ 認知症カフェの増設に向

けた働きかけ 

Ｂ Ａ 

(４)権利擁護の推進

と高齢者虐待の防

止 

(H30,31)①ｂ 近隣市と連携した多摩南

部成年後見センターの共同運営 

Ｂ Ｂ 

(５)住まいと介護基

盤の充実 

(H30,31)④ｂ 介護サービス事業者への

指導検査の実施 

Ｂ Ｂ 

(H30,31)④ｃ ケアプラン点検の実施 Ａ Ａ 

※１ 市へ権限委譲のあった居宅介護支援事業所に対する指導検査を重点的に実施したため、Ｃ評価とな

っています。 

※２ 新型コロナウイルス感染症の影響によりやむを得ず会議の開催を中止したため、Ｂ評価となっていま

す。 

※３ 新型コロナウイルス感染症の影響によりやむを得ず研修会の開催を中止したため、Ｂ評価となっていま

す。 
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第５節 第７期介護保険事業計画値の検証 
 

予防給付費は、平成30（2018）年度、平成31（2019）年度とも全体としては実績値が計画値

を上回っています。特に介護予防短期入所生活介護では、給付費が平成31（2019）年度の計画値

を大きく上回っていますが、元々の利用実績が少ないため、このような乖離が生じております（表

３-９）。 

表３-９ 達成状況の検証（予防給付費） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※給付費は年間類型の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※端数処理により合計は一致しない。 

単位：各項目の()内 

平成30年度 平成31年度 平成30年度 平成31年度 平成30年度 平成31年度

（１）介護予防サービス

給付費（千円） 0 0 0 0 - -

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 - -

人数（人） 0 0 0 0 - -

給付費（千円） 23,602 24,910 26,002 31,689 110.2% 127.2%

回数（回） 482.0 508.0 313.2 376.0 65.0% 74.0%

人数（人） 66 70 73 84 110.6% 120.0%

給付費（千円） 2,467 2,786 2,739 3,016 111.0% 108.3%

回数（回） 70.0 79.0 34.9 37.5 49.9% 47.5%

人数（人） 8 9 8 9 100.0% 100.0%

給付費（千円） 8,637 9,140 11,259 12,229 130.4% 133.8%

人数（人） 69 73 146 161 211.6% 220.5%

給付費（千円） 27,014 29,846 29,643 29,008 109.7% 97.2%

人数（人） 74 82 76 75 102.7% 91.5%

給付費（千円） 323 324 1,170 1,406 362.2% 434.0%

日数（日） 5.0 5.0 13.9 17.9 278.0% 358.0%

人数（人） 1 1 3 3 300.0% 300.0%

給付費（千円） 0 0 0 0 - -

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 - -

人数（人） 0 0 0 0 - -

給付費（千円） 0 0 0 0 - -

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 - -

人数（人） 0 0 0 0 - -

給付費（千円） 19,959 20,448 17,813 20,607 89.2% 100.8%

人数（人） 257 263 259 292 100.8% 111.0%

給付費（千円） 1,530 1,854 1,839 1,865 120.2% 100.6%

人数（人） 5 6 5 6 100.0% 100.0%

介護予防住宅改修 給付費（千円） 7,575 8,849 7,360 7,551 97.2% 85.3%

人数（人） 6 7 6 7 100.0% 100.0%

給付費（千円） 33,540 38,408 42,162 39,125 125.7% 101.9%

人数（人） 35 40 46 45 131.4% 112.5%

（２）地域密着型介護予防サービス

給付費（千円） 0 0 129 0 - -

回数（回） 0.0 0.0 1.7 0.0 - -

人数（人） 0 0 0 0 - -

給付費（千円） 1,271 1,272 942 896 74.1% 70.4%

人数（人） 1 1 1 1 100.0% 100.0%

給付費（千円） 0 0 0 0 - -

人数（人） 0 0 0 0 - -

（３）介護予防支援 給付費（千円） 19,884 21,700 21,330 23,362 107.3% 107.7%

人数（人） 330 360 363 399 110.0% 110.8%

合計 給付費（千円） 145,802 159,537 162,385 170,755 111.4% 107.0%

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介
護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護（病院
等）

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

第７期計画値 実績 計画値と実績の比較
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介護給付費では、全体としては計画値より実績値が低くなっており、特に小規模多機能型

居宅介護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、中重度の要介護認定者の在宅生活の継

続を支援するサービスになりますが、平成31（2019）年度は計画値に対する実績値の割合

が１～３割程度と低くなっています。原因として、介護支援専門員や利用者等の地域密着型

サービスに対する理解が進んでいないことがあげられます。（表３-10） 

 

表３-10 達成状況の検証（介護給付費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

      ※給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数  

単位：各項目の()内 

平成30年度 平成31年度 平成30年度 平成31年度 平成30年度 平成31年度

（１）居宅サービス

給付費（千円） 558,547 570,144 518,959 528,997 92.9% 92.8%

回数（回） 14,927.0 15,228.0 9,579.6 9,783.0 64.2% 64.2%

人数（人） 731 745 811 816 110.9% 109.5%

給付費（千円） 38,822 41,008 33,093 33,766 85.2% 82.3%

回数（回） 252.0 266.0 216.4 218.4 85.9% 82.1%

人数（人） 48 51 49 47 102.1% 92.2%

給付費（千円） 250,794 265,552 257,773 284,581 102.8% 107.2%

回数（回） 4,734.0 5,004.0 2,783.2 3,054.9 58.8% 61.0%

人数（人） 423 441 497 550 117.5% 124.7%

給付費（千円） 28,774 30,526 23,496 25,340 81.7% 83.0%

回数（回） 779.0 826.0 310.0 335.4 39.8% 40.6%

人数（人） 73 77 65 67 89.0% 87.0%

給付費（千円） 130,852 136,749 141,576 160,459 108.2% 117.3%

人数（人） 817 853 1,626 1,845 199.0% 216.3%

給付費（千円） 621,884 635,501 604,192 653,648 97.2% 102.9%

回数（回） 5,998 6,091 6,123 6,685 102.1% 109.7%

人数（人） 642 650 703 773 109.5% 118.9%

給付費（千円） 68,924 73,320 55,270 59,879 80.2% 81.7%

回数（回） 732.0 780.0 658.3 715.3 89.9% 91.7%

人数（人） 122 130 121 127 99.2% 97.7%

給付費（千円） 127,965 136,037 124,147 132,242 97.0% 97.2%

日数（日） 1,217.0 1,292.0 1,242.2 1,276.8 102.1% 98.8%

人数（人） 134 142 150 161 111.9% 113.4%

給付費（千円） 12,612 15,299 11,781 15,002 93.4% 98.1%

日数（日） 95.0 113.0 81.8 99.4 86.1% 88.0%

人数（人） 10 12 10 12 100.0% 100.0%

給付費（千円） 566 605 0 0 0.0% 0.0%

日数（日） 5.0 5.0 0.0 0.0 0.0% 0.0%

人数（人） 1 1 0 0 0.0% 0.0%

給付費（千円） 185,748 189,405 178,443 188,053 96.1% 99.3%

人数（人） 1,062 1,082 1,151 1,186 108.4% 109.6%

給付費（千円） 9,005 10,300 6,970 7,076 77.4% 68.7%

人数（人） 23 26 19 19 82.6% 73.1%

給付費（千円） 17,503 18,520 11,732 12,466 67.0% 67.3%

人数（人） 17 18 11 12 64.7% 66.7%

給付費（千円） 821,827 842,420 795,135 848,065 96.8% 100.7%

人数（人） 347 356 345 365 99.4% 102.5%

（２）地域密着型サービス

給付費（千円） 17,615 25,825 12,448 6,795 70.7% 26.3%

人数（人） 9 13 6 4 66.7% 30.8%

給付費（千円） 1,492 1,739 0 0 0.0% 0.0%

人数（人） 3 4 0 0 0.0% 0.0%

給付費（千円） 258,094 274,676 230,448 208,698 89.3% 76.0%
回数（回） 2,997 3,185.0 2,856 2,615.4 95.3% 82.1%
人数（人） 375 398 409 378 109.1% 95.0%
給付費（千円） 81,514 86,336 94,172 108,869 115.5% 126.1%

回数（回） 584.0 613.0 675.7 761.6 115.7% 124.2%

人数（人） 55 58 73 76 132.7% 131.0%

給付費（千円） 20,810 25,496 9,935 4,651 47.7% 18.2%

人数（人） 12 15 4 2 33.3% 13.3%

給付費（千円） 201,402 201,492 198,729 199,757 98.7% 99.1%

人数（人） 63 63 63 63 100.0% 100.0%

（３）施設サービス

給付費（千円） 1,070,105 1,082,871 1,013,728 1,050,432 94.7% 97.0%
人数（人） 346 350 322 329 93.1% 94.0%

給付費（千円） 324,212 335,129 320,907 300,934 99.0% 89.8%

人数（人） 96 99 97 89 101.0% 89.9%

給付費（千円） 47,186 99,212 0 0 0.0% 0.0%

人数（人） 10 21 0 0 0.0% 0.0%

給付費（千円） 258,893 206,983 264,460 277,196 102.2% 133.9%

人数（人） 55 44 60 62 109.1% 140.9%

（４）居宅介護支援 給付費（千円） 317,188 352,028 301,822 315,342 95.2% 89.6%

人数（人） 1,674 1,857 1,692 1,762 101.1% 94.9%

合計 給付費（千円） 5,472,334 5,657,173 5,209,216 5,422,248 95.2% 95.8%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

第７期計画値 実績

介護療養型医療施設

計画値と実績の比較

介護医療院
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次いで、介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業については、第７期介護保険事業計

画では計画値がないため比較はできませんが、実績値の推移を見ると平成31（2019）年度

では訪問型サービス A 及び通所型サービス A の実績が増加しているのが特徴です（表３-

11）。 

 

 

表３-11 達成状況の検証（介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※給付費は年間類型の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※端数処理により合計は一致しない。 

 

  

平成30年度 平成31年度 平成30年度 平成31年度 平成30年度 平成31年度

（１）訪問型サービス

給付費（千円） 12,877 10,869 - -

人数（人） 50 43 - -

給付費（千円） 27,612 29,843 - -

回数（回） 1,008.3 1,086.1 - -

人数（人） 208 219 - -

（２）通所型サービス

国の基準による通所型サービス 給付費（千円） 34,412 11,804 - -

人数（人） 105 33 - -

通所型サービスＡ 給付費（千円） 55,373 83,319 - -

人数（人） 196 293 - -

（３）介護予防ケアマネジメント 給付費（千円） 19,316 19,850 - -

合計 給付費（千円） 191,182 196,182 149,589 155,684 78.2% 79.4%

訪問型サービスＡ

第７期計画値 実績 計画値と実績の比較

国の基準による訪問型サービス



                           第１章 高齢者福祉を取り巻く現状と課題 

- 115 - 
 

第
２
編 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
第
８
期
介
護
保
険
事
業
計
画 

第６節 制度改正の動向 

１ 高齢社会対策大綱（平成30（2018）年２月16日閣議決定） 
全ての年代の人々が希望に応じて意欲・能力を活かして活躍できるエイジレス社会のため、年齢

による画一化の見直し、人生のどの段階でも高齢期の暮らしを具体的に描ける地域コミュニティを

作るため、地域における生活基盤の整備、技術革新による新しい高齢社会対策を試行することが示

されています。 

 

２ 認知症施策推進大綱（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議） 
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知

症の人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進することが示

されています。 

 

３ 医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改

正する法律（令和元年法律第９号） 
平成 31（2019）年４月１日から高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実

施するため、これまで保健事業で行っていた疾病予防・重症化予防と併せて、介護予防も行うこと

とし、さらに、地域の医療関係団体等の連携を図りながら、医療専門職が高齢者の通いの場等にも

積極的に関与し、フレイル予防にも着目した高齢者への支援を行うといった、市町村における保健

事業と介護予防の一体的な実施を推進することが示されています。 

 

４ 介護保険制度の見直しに関する意見（令和元年12月27日社会保障審議会介 

護保険部会） 
いわゆる団塊の世代が 75 歳以上になる令和７(2025)年に向けた地域包括ケアシステムの推進

や介護人材不足等に対応するとともに、高齢者数がピークを迎えると推定される令和 22

（2040）年を見据え、地域共生社会の実現を目指し、制度の持続可能性を確保しながら、自立

支援・重度化防止や日常生活支援等の役割・機能を果たし続けられるよう制度の整備や取組みの

強化を図るものです。介護保険制度は、「介護予防・健康づくりの推進」「地域包括ケアシステム

の推進」「介護現場の革新」を柱とし、以下の取組みを進めていくものとされています。（図３-

26） 

①介護予防・健康づくりの

推進 

（健康寿命の延伸） 

・住民主体の高齢者の通いの場の一層の取組みによる一般介護予防事業等

の推進 

・より効果的な総合事業の推進による地域のつながり機能の強化 

・介護支援専門員がその役割を効果的に果たし、質の高いケアマネジメントを

実現できる環境の整備 

・増加するニーズに対応するため地域包括支援センターの機能や体制の強化 

②保険者機能の強化 

（地域保険としての地域の

つながり機能・マネジメント

機能の強化） 

・介護予防や高齢者の活躍促進等を一層推進するための予算の増額や安定

財源の確保 

・保険者機能強化推進交付金の評価を活用した実施状況の検証・取組内容

の改善 

・介護関連データの利活用のための環境整備 
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③地域包括ケアシステム

の推進 

（多様なニーズに対応した

介護の提供・整備） 

・地域の実情に応じた介護サービス基盤の整備 

・高齢者向けの住まいの在り方の検討 

・医療・介護の連携の推進 

④認知症施策の総合的な

推進 

・認知症サポーターの養成、本人発信支援等の普及啓発の推進等、認知症

施策推進大綱に沿った施策の推進 

⑤持続可能な制度の構

築・介護現場の革新 

・新規人材確保・離職防止の双方の観点から総合的な人材確保策を推進 

・人材確保・生産性向上の取組みを地域の実情に応じてきめ細かく対応してい

く体制整備 

・介護保険事業（支援）計画に基づく取組みの推進 

 

     図３-26 介護保険制度改革と地域共生社会の実現に向けたイメージ 

 

図３-25 ＜介護保険制度改正の全体像＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）社会保障審議会介護保険部会資料をもとに作成（令和２（2020）年２月 21 日） 

 

５ 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律 
福祉の「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる市民・団体・事業者

が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サ

ービスと連携・協働して助け合いながらともに暮らすまち（地域共生社会）の実現に向け、社会福

祉法、介護保険法等が改正されました。法改正の主な内容は以下のとおりです。 

 

①地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援 

②地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

③医療・介護データ基盤整備の推進 

④介護人材確保及び業務効率化の取組み強化 

⑤社会福祉連携推進法人制度の創設 
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第７節 高齢者保健福祉をめぐる主な課題 
 

統計から見る現状、介護保険データから見る現状、高齢者保健福祉計画（平成30

（2018）年度・平成31（2019）年度）の進捗状況の評価、第７期介護保険事業計画値の

検証及び制度改正の動向等を踏まえ、整理した課題は次のとおりです。 

 

１ 令和７（2025）年に向けた着実な計画の展開 
第７期介護保険事業計画期間の平成31（2019）年度の進捗評価結果では、総給付費が

96.2％と概ね計画に沿って推進されていること、また、介護保険運営の指標である要支援・

要介護認定率やサービス給付費の状況からは、介護保険事業計画の運営が順調に行われてい

る状況が確認されます。 

このことから、高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画を推進するにあたり、いわ

ゆる団塊の世代が全て後期高齢者になる令和７（2025）年や、令和22（2040）年を注視

しながら、以上の成果を踏まえた基本的方向性を維持し、引き続き高齢者保健福祉施策、介

護保険事業を推進していくことが課題です。 

 

２ 総合的な生活支援体制づくり 
高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画では「介護予防・日常生活支援総合事業」

が始まりましたが、サービスの利用状況や介護予防の効果を把握し、地域の実情に合ったサ

ービス類型や事業の実施が必要です。そのため、高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業

計画では、「事業評価指標の確立」及び「介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な推進」が

引き続きの課題です。 

また、近年は、介護と育児のダブルケア、80歳代の親と50歳代の子どもの組み合わせに

よる生活課題（いわゆる「8050問題」）等複雑化・複合化した課題への対応の必要性が高ま

っています。市では、福祉関係の相談については、福祉相談課により、高齢、障がい、生活

保護等、あらゆる項目の相談を１つの窓口で受ける体制を構築していますが、引き続き各専

門職との連携等が課題となっています。 

 

３ 権利擁護支援・住まいの充実 
令和２（2020）年３月に策定した共通計画を踏まえ狛江市第１期成年後見制度利用促進

事業計画を策定し、権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築することにより、地域包括

ケアシステムの構築・推進に向けて、権利擁護支援を更に充実させる必要があります。ま

た、権利擁護支援は、生活のあらゆる場面で、認知症になってからもできる限り住み慣れた

地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らしていく「認知症バリアフリー」の取組み

を推進するためにも重要な施策の１つです。 

住まいについては、シルバーピア25等公的な住まいの在り方を検討するとともに、都や周辺

自治体とも連携し、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の状況把握や、都市再生

 
25 高齢者に配慮された構造と設備を備えた高齢者専用の公営集合住宅のことをいう。 
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機構及び東京都住宅供給公社とも連携し、公営住宅及び都営住宅への入居の支援の在り方を検

討します。 

 

４ 認知症対策の推進 
認知症高齢者日常生活自立度（第１号及び第２号被保険者、日常生活圏域別）（表３-３）

によれば、認知症高齢者の割合は、認知症高齢者日常生活自立度Ⅱ以上の方では56.3％です

が、今後の高齢化の進行に伴い、認知症のある人も増加することが予想されます。 

令和元（2019）年６月に示された国の認知症施策推進大綱は認知症に対する戦略として

「共生」と「予防」を２つの車の両輪として位置付け、その中で普及啓発など５つの視点で

具体的な施策を位置付けています。本大綱に基づき、引き続き認知症初期集中支援チーム26、

認知症地域支援推進員の配置等の地域支援事業を一層推進することが求められます。 

また、認知症になっても自分らしい暮らしを支援するために、認知症の人と家族の声を聴

き、居場所確保や自分らしい活動の支援、認知症ケアに精通した人材確保・育成、権利擁護

の充実等の取組みを医療、介護、市民団体関係者等と連携して進めることが必要です。 

 

５ 在宅生活を継続する体制の充実 
第７期介護保険事業計画の介護保険サービスの検証では、居住系サービスが平成31

（2019）年度では計画値を超えて利用されました。今後は、中重度の要介護者認定者の在

宅生活の継続を支援するサービスの充実を図る必要があります。具体的には、小規模多機能

型居宅介護と、定期巡回・随時対応型訪問介護看護で、前者は本サービスを有効に利用する

ことで、無理なく在宅生活ができるために必要なサービスであり、後者は、訪問介護や訪問

看護を深夜帯も含めて利用することで、介護する方の負担を減らすことができるサービスに

なります。これらのサービスの普及を促進することが介護離職の防止にもつながります。 

併せて、医療と介護との連携についても、関係する医療機関、事業者、行政等が、引き続

き連携を進めていくことが必要です。 

そのため、高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画期間においても、これらの在宅

系サービスの拡大を図るとともに、その他の在宅サービスの充実を図ることが必要ですが、

一方で人材不足によりサービスの拡大ができないケースが増えているため、人材確保に向け

た支援を行う必要があります。 

また、在宅生活を継続するための支援としては、介護保険サービス以外の各種サービス、

いわゆるインフォーマルサービス、例えば、外出同行（通院、買い物等）や、掃除洗濯、移

送サービス等も重要です。そのため、地域ニーズに対応した生活支援体制の整備を進める必

要があります。 

 

６ まちづくりとの連携 
市ではコンパクトさを活かし、公民館活動等の生涯学習や地域センター等を中心とした地

域のコミュニティづくりを行ってきました。 

 
26 複数の専門職が家族の訴え等により認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支

援等の初期支援を包括的、集中的（概ね６箇月）に行うことにより、自立生活のサポートを行うチームのことをいう。 
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地域包括ケアシステムの「地域づくり」の充実を図るため、こうした市の特徴を踏まえ、

まちづくりや生涯学習の分野とも連携しながら、市民に馴染みのある地域づくりを実践しま

す。 

具体的には、居場所づくり、介護予防プログラム、助け合いの仕組み、認知症の見守り等

を具体化させ、高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画にも位置付けていくことが重

要です。 




